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マイナンバー制度と住民基本台帳制度について
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【マイナンバーカードの普及促進に向けた取組みの推進等】

 マイナンバーカードの大幅な申請増に対応するための円滑な交付体制の増強
（夜間・時間外開庁、臨時窓口設置、申請時来庁、出張申請受付、申請サポート等）

⇒ マイナンバーカードの健康保険証としての活用（平成３2年度本格運用開始予定）、自治体プレミアム

ポイントの付与（平成32年度に臨時・特別措置として実施する消費活性化策）に向けた対応

 コンビニ交付サービスの導入市町村拡大（平成３１年度着手分まで特別交付税措置対象）

 一般的身分証明書や職員証・社員証等としての活用推進（総務省職員など国家公務
員についてはＩＣ入館証としても活用中）

 住民票・マイナンバーカード等への旧氏併記（平成３１年１１月施行予定）

【デジタル手続法案関係】

 戸籍の附票を活用した国外転出者によるマイナンバーカード・公的個人認証の利用

 住民票・戸籍の附票の除票の保存期間延長（５年→１５０年）

 利用者証明用電子証明書の利用方法の拡大（暗証番号入力を要しない方式）
⇒ マイナンバーカードの健康保険証としての活用（平成３２年度本格運用開始予定）の前提

 マイナンバーカードの取得促進（通知カードの廃止）

マイナンバー制度・住民基本台帳制度に関する最近の動き
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✓顔写真付きの身分証明書として
➣ 市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
➣ 顔写真があるのでなりすましができない
➣ 公私での身分証明が可能

✓このカードを提示することで、
自分のマイナンバーを証明

➣ 社会保障・税などの手続で、添付書類
が不要に

✓インターネット等により、
どこからでも安全・確実に本人を証明

➣ 電子証明書を使って、全国のコンビニで住民票の写し等を受け取れ
るほか、口座開設などの大切な手続も、どこからでも安全にできる

✓今後、健康保険証としての利用や、
海外からのインターネット投票も可能に

✓さらに、将来的には
ＡＩその他の様々な先端技術の活用を実現

＜例＞窓口のＡＩ端末にカードをかざし、本人情報の自動入力や
ＡＩとの対話により、行政手続をスムーズに

➠ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の必須ツール

マイナンバーの提示

対面での本人確認

電子的な本人確認

マイナンバーカードは、これからの時代の本人確認ツール

裏

交付無料
表

カードの
券面記載事項

ICチップ

マイナンバー
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マイナンバーカードは安全

大切な個人情報は入っていない

✓ ICチップ部分には、
税や年金などの
個人情報は記録されない。

なりすましはできない

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれない

✓ マイナンバーを利用するには、
顔写真付き身分証明書等での
本人確認があるため、悪用は困難。

➣ 紛失・盗難の場合は、
２４時間３６５日体制で停止可能

➣ アプリ毎に暗証番号を設定し、
一定回数間違うと機能ロック

➣ 不正に情報を読み出そうとする
と、ICチップが壊れる仕組

万全のセキュリティ対策

✓ 顔写真入りのため、
対面での悪用は困難。

オンラインの利用には
マイナンバーは使われない
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コンビニ交付サービス

➣ コンビニで住民票や戸籍など
が取得可能なサービスの拡大
(H30交付数：370万通)

⇒ H32年には、
対象人口１億人突破

健康保険証としての利用

➣ マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格
確認の本格運用開始（H32予定）

➣ 医療機関等での診療情報・調剤情報の閲覧等にも活用
（H29～ 実証中）

マイキープラットフォーム

マイナポータル

身分証明書としての利用

イベント等での活用職員証としての利用

➣ 国家公務員（H28.4）、徳島県庁
（H29.6）での先行導入

➣ 民間企業の社員証としての利
用を働きかけ（H28.11～）
(H31.1～TKC,NECに続き
NTTComが活用開始) 
⇒ 官民問わず利用を更に拡大

➣ 子育て関連手続の申請・届
出などをワンストップ化し、プッ
シュ型お知らせサービスを提供
（H29.11～）

⇒ 対象手続を更に拡大

➣ マイナンバーカードを図書館
等で利用可能にし、各種ポイン
トを自治体ポイントに変換、商店
街等でも利用可能に（H29.9～）
⇒ 多機能化を更に充実・

反動減対策にも活用

利活用シーンを更に拡大し、マイナンバーカード１枚で様々なことが可能に

新たな利活用シーンが次々とこれまでの利活用シーンを更に拡大

オンライン契約

➣ 住宅ローンや、不動産取引
などのオンライン契約での利用
（H29.4～）

⇒ 取引対象を更に拡大

スマートフォンでの利用カジノ入場時の管理

インターネット投票での活用

➣ 東京オリンピック等でのボラ
ンティア管理へ活用
（H30～ 実証中）

➣ コンサート等でもチケットの
不正転売防止へ活用
（H30実証）

➣ スマートフォンへの電子証明
書の搭載 （検討中）

➣ マイナンバーカード読み取り
可能機種が拡大中
（H31.4：63機種）

➣ カジノ施設への入場管理・依
存症対策での活用

➣ マイナンバーカードの海外利
用を可能とし、実証実験の結果
等を踏まえ在外選挙におけるイ
ンターネット投票を実現
（検討中）

➣ 運転免許証返納後にも利用で
きる顔写真付き身分証として活
用（H31.11～旧氏にも対応予定）

⇒ 取扱範囲を更に拡大

マイナンバーカードの利活用シーンの拡大
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マイナンバーカードの普及及びマイナンバーの利活用に向けた論点

１．全体スケジュール
 マイナンバーカードの普及に係る工程表

２．施策
①健康保険証

 2020年度から本格運用開始（通常国会に法案提出予定） 等

②自治体ポイントへのプレミアム付与
 2020年度、臨時･特別の措置として実施する消費活性化策（平成31年度予算案に準備

経費計上） 等

③カードの取得・更新手続きの負担軽減
 カード申請・交付機会の拡大、円滑かつ確実に更新可能な手続負担の軽減 等

④カードの利便性、保有メリットの向上
 民間利用、コンビニ交付サービスの普及拡大 等

⑤カードの利活用シーンや安全性、身分証明書(ID)としての役割を広報

１ マイナンバーカードの普及

デジタル・ガバメント閣僚会議(第３回)
（平成31年２⽉15⽇）資料【抜粋】
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ⅰ 医療機関等に提⽰

マイナンバーカード※
ⅱ 資格情報※を照会
（利⽤者証明⽤電⼦証明書or被保険者番号）

ⅲ 資格情報※を取得

加⼊者

保険医療機関

マイナポータル
（情報提供等記録開⽰システム）

①マイナポータルにアクセス

②オンライン資格確認の利⽤に同意 総務省

ピッ

○ 未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
・ 医療保険の被保険者番号を個人単位化し、マイナンバー制度のインフラを活用して、転職・退職等により加入す

る保険者が変わっても個人単位で資格情報などのデータを一元管理することで、マイナンバーカードを健康保険証

として利用できる「オンライン資格確認」の本格運用を平成32年度に開始する。

○ 導入に当たっては、現在の世帯別の被保険者番号を個人単位にする「新被保険者番号」と共に整備。

情報提供ＮＷＳ

③⾃⼰情報表⽰で
被保険者番号を要求 ④被保険者番号を要求

⑤被保険者番号を提供⑥被保険者番号を取得

※資格情報：氏名、生年月日、性別、保険者名、負担割合、

資格取得・喪失日 等

加⼊者

健康保険証

Ⅰ 初期設定の流れ（⾚⽮印）

Ⅱ 受診時の資格確認の流れ（⻘⽮印）

※PIN（暗証番号）あり

※PIN（暗証番号）なし
（注）PIN入力を要しない方式。実現に向
けては、公的個人認証法の改正が必要。

厚⽣労働省資料を基に改変

or

⽀払基⾦・国保中央会（国保連）

医療保険者
中間サーバー

⽀払基⾦・国保中央会（国保連）

オンライン資格確認等
システム

マイナンバーカード※

⑦被保険者番号・利⽤者証明⽤電⼦証明書（シリアル）を登録

マイナンバーカードの健康保険証としての利用
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マイナンバーカードの円滑な交付

○ マイナンバーカードの利用については、①マイキープラットフォームを活用したプレミアムポイントの付与が
ポイント還元支援策等を実施した後の2020年度から、②健康保険証としての本格運用が2020年度から
予定されている。

○ 今後、これらの施策が具体化されていく中、現在の何倍もの申請・発行が見込まれる。
短期間に申請・交付が集中しないよう、平準化を図るため、申請受付を前倒しする必要があり、市町村に
おいては下記の措置を含めた交付体制の増強を進めていただくことが重要。

✓ 仕事等の理由により開庁時間内に来庁できない住民のために、夜間・時間外開庁、臨時窓口設置による申請受付・
交付の実施

✓ 本人確認書類を持参して来庁する機会等を捉え申請を受付け、交付時の住民の来庁が不要となる「申請時来庁
方式」の導入

✓ 「出張申請受付方式」及び「出張申請サポート方式」の詳細な実施方法をまとめたガイドブック（本年１月に発行）に
基づき、多様な申請受付方法の実施

✓ 申請書の郵送期間を短縮できるオンライン申請を推進し、申請時来庁方式や出張申請受付方式でもオンライン申請

での受付を実施（事務処理要領の改正を予定）

✓ これらの措置を実施していくための、臨時職員や端末、交付窓口・交付会場の増強

○ 上記の交付体制の増強に要する費用については、個人番号カード交付事務費補助金を活用いただきたい。
詳細については、今後通知の発出を予定しているが、準備に着手していただきたい。
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マイナンバーカードの申請・交付方法

方式 概要 申請方法 本人確認 受取

交付時来庁方式
（通常の交付方式）

・通知カードに同封された交付申請書や手
書き用申請書等を郵送で、又はID等を使い
オンラインにより申請する方式

⇒交付時に本人確認を行うため、交付時
に来庁が必要

郵送
オンライン

交付時 役所

申請サポート方式

・窓口でタブレットを用いた申請サポートや、
商業施設等に職員が出向き申請のサポート
を行う方式

⇒交付時に本人確認を行うため、交付時
に来庁が必要

⇒申請時に本人確認を行わないため、民
間事業者でも実施可能

申請時来庁方式

・行政手続などでの来庁時に申請受付（本
人確認を含む）を行う方式

⇒申請時に本人確認を行うため、本人限
定郵便等によりカードの交付が可能

（※施設等に出向き交付することも可能）

郵送
（市町村→J‐LIS）

オンライン
申請時

自宅
(施設等)

出張申請受付方式

・企業や商業施設等に職員が出向き、申請
受付（本人確認を含む）を行う方式

⇒申請時に本人確認を行うため、本人限
定郵便等によりカードの交付が可能

（※企業等に再度出向き交付することも可能）

自宅
企業等
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自治体のカード交付窓口の拡大

１．概要
○ マイナンバーカードの取得には、市町村職員による対面での本人確認が必要であるため、原則として

一度は役所に来庁する必要があるが、仕事等の理由により開庁時間内に来庁できない住民もいる。

○ このため、総務省からも平成２９年９月に「取得促進キャンペーン」として全自治体に対して取得促進の
ための取組を依頼し、これまで多くの自治体で平日夜間・休日の窓口開庁や臨時の窓口設置などを行い、
カードの取得環境の整備に努めてきた。

２．取組状況

３．今後の取組
○ カードの申請・交付機会の拡大を図るため、平日夜間・休日開庁や臨時窓口設置等などの取組を更に

進めることとし、今後、市町村に対し健康保険証化・自治体プレミアムポイントの活用を契機としたカード
の申請・交付機会の拡大のための具体的な取組について依頼通知を発出するとともに、積極的な実施を
依頼、広報素材の提供を行っていく

（１）実施状況
７９５団体（平成２９年１０月時点）

（２）実施内容
・平日夜間・休日の窓口開庁
・臨時窓口の開庁
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申請時来庁方式

１．概要
○ 申請時来庁方式は、申請時に市町村に来庁させ本人確認を済ませることで、交付時には再度来庁する

ことなく、本人限定受取郵便等によりカードの交付を行う方式

○ 行政手続のために本人確認書類を持参して来庁する機会などを捉え、申請・本人確認を行うことで、交付時
に来庁が不要となり、住民の負担軽減が可能

２．取組状況
（１）実施団体数

４６３団体（平成３０年４月時点）

（３）これまでの取組
・先進事例集を全国に展開（平成３０年３月通知）
・市町村向け全国説明会で積極的実施を呼びかけ（平成３０年４月～６月）

（２）申請時来庁方式が採られている
来庁の機会

・転入届（伊勢崎市）
・児童手当の初回申請（都城市）
・住民税の申告

申請者

来庁時に申請・本人確認

申請書

市町村 J-LIS

市
町
村

申請者

カード発行 本人限定
受取郵便

申請者

申請書

J-LIS 申請者 市町村

カード発行

市
町
村

郵送・オンライン申請 交付時に来庁・本人確認
交
付
時
来
庁

申
請
時
来
庁

郵送で
受取可
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出張申請受付方式

１．概要
○ 出張申請受付方式は、企業や商業施設などに市町村職員が出向き、申請受付を行う方式

○ 生活に身近な場所での申請機会を創出できることに加え、申請受付時に本人確認を行うことから、
交付時に来庁することなくカードを取得可能であり、住民の負担軽減が可能

２．取組状況
（１）実施団体数 ７１団体（平成３０年４月時点）

・企業（川崎市ほか） ・銀行（神戸市）
・県庁（水戸市ほか） ・確定申告会場（杉並区ほか）
・市役所（水戸市ほか） ・公民館（佐賀市ほか）
・警察署（神戸市ほか） ・総合病院（酒田市）
・税務署（中津市ほか） ・新聞社（岡谷市）
・郵便局（苫小牧市ほか） ・イオン（神戸市ほか）

（４）これまでの取組
・企業での出張申請受付の積極的な実施を経済団体あて要請 （平成２９年１１月通知）
・出張申請受付の実施方法をまとめたガイドブックを市町村に発出（平成３１年１月通知）

（２）実施状況 （３）実施内容

・地元新聞紙面や市報などにより、イベ
ントの事前周知を行い、当日は「通知
カード」と「身分証明書」の持参を依頼

・タブレットによる無料顔写真撮影を実施
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申請サポート方式

１．概要
○ 申請サポート方式とは、商業施設やイベント会場などに市町村職員等が出向き、申請の支援を行う方式

○ 申請時に本人確認を行わないため一人あたりの所要時間も短く、市町村職員に限らず、民間事業者でも
実施可能

○ 交付時には来庁してもらう必要があるものの、事前準備等の負担が少ないため容易に実施可能であり、
また、マイナンバーカードに無関心な層にも効果的にカードの申請を促すことが可能

２．取組状況

・大学（都城市ほか） ・成人式会場（守谷市ほか）
・高校（内灘町） ・３歳児検診会場（鳴門市）
・郵便局（前橋市） ・お祭会場（江戸川区ほか）
・銀行（越前町） ・商業施設（栗原市ほか）
・確定申告会場（和泉市ほか）・合同庁舎２号館（総務省）

（３）これまでの取組
・申請サポートの実施方法をまとめたガイドブックを市町村に発出（平成３１年１月通知）

（１）実施状況 （２）実施内容

・タブレットによる無料顔写真撮影
・申請書の記入補助や返信用封筒の配布
・オンライン申請補助
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マイナンバーカードの発行等に要する経費（平成３１年度予算）マイナンバーカードの発行等に要する経費（平成３１年度予算）

マイナンバーカードの円滑かつ安定的な発行等を実施するための予算措置を行うもの。

マイナンバーカードの発行等に要する経費：H31年度予算 ２１１．１億円

○個人番号カード交付事業費補助金：１５０．０億円 （平成30年度当初：１２７．６億円）

【内容】
番号法総務省令第35条第1項に基づき、市町村が地方公共団体情報システム機構（J-LIS）に対し、

通知カード・マイナンバーカード関連事務を委任。市町村がJ-LISに対して交付する交付金に対して補助

委任を受け、J-LISにおいて実施する事業は以下のとおり。
① 通知カード等の作成・発送事業 16.6億円
② マイナンバーカードの申込処理・発行事業 84.2億円
③ カード製造事業 14.8億円
④ コールセンター事業 10.3億円
⑤ 保守・運用等事業 24.1億円

○個人番号カード交付事務費補助金：６１．１億円 （平成30年度当初：７０．５億円）

【内容】
市町村におけるマイナンバーカード交付事務に係る経費に対して補助（主に臨時職員の追加等に要する

人件費等の経費を対象）

２７年度当初 ２７年度補正 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度予算

個人番号カード交付事業費補助金 443.2億円 213.5億円 117.2億円 126.1億円 127.6億円 150.0億円

個人番号カード交付事務費補助金 40.0億円 65.1億円 21.7億円 16.7億円 70.5億円 61.1億円

合計 483.2億円 278.6億円 138.9億円 142.8億円 198.1億円 211.1億円
13



全国のコンビニエンスストア（約54,000）等で住民票の写し等が取得可能なコンビニ交付サービスについて、
更なる普及拡大を図る。

コンビニチェーン

● 取得できる証明書
・住民票の写し
・印鑑登録証明書
・住民票記載事項証明書※

・各種税証明書※

・戸籍証明書※

・戸籍の附票の写し※
※対応しない市町村もあり。

マイナンバー
カード

証明書を交付

住 民 コンビニ等
（約54,000箇所）

導入のメリット

・住民の利便性向上

・窓口業務の負担軽減

・証明書交付事務コストの低減

早朝から夜（6:30～23:00）まで土日祝日も対応いつでも

全国の約54,000店舗で交付を受けられるどこでも

市町村
（約1,740箇所）

証明書発行サーバ

証明書情報を作成

証明書
交付センター

J-LIS

証明書裏面の
偽造防止情報
も付加

導入団体 対象人口

平成31年4月1日時点 ６１７ ９，５４０万人

平成31年度末見込み ７６３ １０，３５９万人

コンビニ交付サービス対象人口

種別
平成

27年度
平成

28年度
平成

29年度
平成

30年度

住民票 432,348 748,120 1,273,482 1,773,230

住記載 2,213 6,310 14,418 22,577

印鑑 393,904 664,150 1,086,277 1,436,861

税 46,253 87,051 175,996 255,329

戸籍 24,643 47,196 112,206 192,234

附票 2,951 5,714 11,869 17,575

合計 902,312 1,558,541 2,674,248 3,697,800

年度別コンビニ交付通数
※ 平成31年度末の対象人口 １億人を目標

【地方財政措置による支援】

自治体によるコンビニ交付の導入等を後押しするため、システ
ム構築等に要する経費について特別交付税措置

・ 措置率１／２ 上限額6,000万円
・ 措置期限 平成31年度（期限までの導入で３年間の措置）

コンビニ交付サービスの普及拡大

14
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・ 平成30年度までの措置

・ 必ずしも３年間措置を受けられない

（全市区町村一律、平成30年度まで）

・ 上限額5,000万円

Ａ 基本構成機器（サーバ機器、端末機器及びデータベース
等）の購入等経費

Ｂ 各市町村とシステムを共同構築するために必要な専用線
及びルータ等の購入等経費

Ｃ Ａ及びＢの導入等に係る機器環境設定やシステムインス
トールのための経費、コンビニ交付に参加する際のJ-LIS
への運営負担金、コンビニ事業者への手数料

※ 自治体クラウド化の推進に資する場合に限る
※ 過去３年度以内に導入したもののうち、現年度の経費を

措置

コンビニ交付サービス未導入団体の導入を後押しするため、マイナンバーカードの多目的利用（コンビニ

交付、市区町村の自動交付機（キオスク端末）設置等）に要する経費について財政支援を行う。

１ 趣 旨

算定対象となる経費 （参考）

２ 措置内容 （平成29年度までからの拡充部分）

マイナンバーカードの多目的利用に要する経費に係る特別交付税措置

・ 証明書自動交付機（キオスク端末）の庁舎設置
・ 〃 の郵便局設置

→ 住民生活に身近な拠点での交付による利便性拡大
市区町村の業務効率化

・ カードの印鑑登録証としての併用
→ 窓口、コンビニ、双方で印鑑登録証明書の交付可能

・ 発行できる証明書の拡充
→ 税証明書、戸籍証明書への対応で、サービス標準化

多目的利用の例 （参考）

拡充前

・ 平成31年度まで（措置期限１年間延長）

・ 最大３年間の措置

（平成31年度の導入で、最長平成33年度まで）

・ 上限額6,000万円（1,000万円引上げ）

現行（拡充後）
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○マイナンバーカードの顔写真を利用した顔写真入り職員証
○マイナンバーカードによるパソコン等へのログイン（セキュリティ強化）

１ マイナンバーカードの顔写真を利用した顔写真入り職員証
 職員証（マイナンバーカードの顔写真部分と氏名部分が透明と
なっているもの）とマイナンバーカードを重ね合わせ、専用のカード
ケースに挿入することで、顔写真入り職員証として使用

 なお、マイナンバーを外から見られないよう、カードケースの裏面
は非透明

２ マイナンバーカードによるパソコン等へのログイン
 マイナンバーカードの空き領域へ利用者識別のための
アプリケーションを組み込むことで、マイナンバーカード
をパソコンへのログイン、特定のセキュリティ管理区域
への入室時の本人確認に活用

 パスワードによる認証では、同じパスワードの使いまわ
し等、セキュリティ強度低下のリスクが常に存在するこ
とを解消

職員証 カードケース裏面

※徳島県は上図の「複合機認証」は実施していない。

マイナンバーカードのマイキー部分の利活用 徳島県の取組事例
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ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社によるマイナンバーカードの利用

社員の認証が必要となる様々なシーンで、マイナンバーカードの空き領域を利⽤
＜利⽤シーン＞

① NTTコミュニケーションズの本社ビル（⼤⼿町）への⼊退館

② セキュリティエリアへの⼊退室

③ 業務⽤パソコン・複合機の利⽤

＜利⽤開始時期＞ 2019年1⽉開始

※ 当初は本社ビル（社員約5,000⼈）で利⽤を開始し、順次他のオフィスビルへの拡⼤も検討中

（ＩＣチップの利用開始準備）
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○ その者が過去に称していた氏であって，その者に係る戸籍又は除かれた戸籍に記載又は
記録がされているもの

○ 旧氏を初めて記載する際には，任意の旧氏を記載可能

・ 一度記載した旧氏は，婚姻等により氏が変更されてもそのまま記載が可能。

・ 旧氏は，他市区町村に転入しても引き続き記載可能。

○ 氏が変更した場合には，直前に称していた旧氏に限り，変更可能

○ 旧氏の削除は可能だが，その後氏が変更した場合に限り，削除後に称していた旧氏
の再記載可能

住民票、個人番号カード等に記載できる旧氏

旧氏とは

旧氏記載の請求、旧氏確認の方法

○ 旧氏（一人一つ）の記載を希望する者は，住所地市区町村に請求する。

○ 請求者は，記載を求める旧氏がその者の旧氏であることを証明するため，当該旧氏が
記載された戸籍謄抄本等を持参しなければならない。

住民票、個人番号カード等への旧氏の記載等について住民票、個人番号カード等への旧氏の記載等について

女性活躍推進の観点から，住民票、個人番号カード等への旧氏の記載が可能となるよ
う，住民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）等の改正を行うもの

公布日：平成31年４月17日 施行予定日：平成31年11月５日
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住民票における旧氏記載の位置 個人番号カードにおける旧氏記載の位置

山田 [佐藤] 花子
↑    ↑     ↑
氏 [旧氏]   名

＜日本人住民に係る住民票の様式例＞

旧氏欄を追加

山田 花子

山田 花子
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住民票、個人番号カード等への旧氏記載に係る広報・啓発について住民票、個人番号カード等への旧氏記載に係る広報・啓発について

住民票、個人番号カード等への旧氏の記載に係る制度が多くの方々に認知され活用さ
れるよう、広報・啓発活動を実施する。

婚姻等で氏に変更があった場合に、希望する者の請求（戸籍謄抄本等を添付）により、
従来、称してきた氏が個人番号カード等に記載される（市町村長が公証する）ことで、
旧氏が、

 契約など様々な場面で活用され、
 就職や職場等における身分証明に資することができる

ものとなることを、多くの方々に認知され活用される必要があること。

広報のポイント

〇 総務省ホームページ等で制度の概要を周知（４月）

○ 関係省庁や地方公共団体向けの周知用広報データを作成・配信し、ホームページ・広報誌等への

掲載を依頼（５月下旬）

〇 市町村の住民基本台帳担当職員を対象とした全国説明会で周知・説明（５月下旬～７月上旬）

〇 広報・啓発用ポスターの配布（７月以降）

総務省の主な取組（予定）

20



デジタル⼿続法案※の概要①

①行政のデジタル化に関する基本原則等（行政手続オンライン化法の改正※）

情報通信技術を活用した行政の推進の基本原則

※法律の題名を「情報通信技術を活⽤した⾏政の推進等に関する法律（デジタル行政推進法）」に変更

国、地⽅公共団体、⺠間事業者、国⺠その他の者があらゆる活動において情報通信技術の便益を享受できる社会の実現

行政手続における情報通信技術の活用 デジタル化を実現するための情報システム整備計画

民間手続における情報通信技術の活用の促進

• ⾏政⼿続（申請及び申請に基づく処分通知）について、

オンライン実施を原則化（地⽅公共団体等は努⼒義務）

• 本⼈確認や⼿数料納付もオンラインで実施

（電⼦署名等、電⼦納付）

• ⾏政⼿続に関連する⺠間⼿続のワンストップ化

• 法令に基づく⺠間⼿続について、⽀障がないと認める場合に、

オンライン化を可能とする法制上の措置を実施

• オンライン原則や添付書類の撤廃を実現するための

情報システム整備計画、データの標準化、API（外部連携機能）の整備、

情報システムの共⽤化

⾏政⼿続のオンライン原則

添付書類の撤廃

• ⾏政機関間の情報連携等によって⼊⼿・参照できる情報
に係る添付書類について、添付を不要とする規定を整備

（登記事項証明書（2020年度情報連携開始予定）や

本⼈確認書類（電⼦署名による代替）等を想定）

行政手続の原則オンライン化のために必要な事項

• 情報通信技術の利⽤のための能⼒等の格差の是正
（⾼齢者等に対する相談、助⾔その他の援助）

社会全体のデジタル化

情報通信技術を活⽤し、⾏政⼿続等の利便性の向上や⾏政運営の簡素化・効率化を図るため、

①⾏政のデジタル化に関する基本原則及び⾏政⼿続の原則オンライン化のために必要な事項を定めるとともに、
②⾏政のデジタル化を推進するための個別分野における各種施策を講ずる。

※正式名称：情報通信技術の活⽤による⾏政⼿続等に係る関係者の利便性の向上並びに⾏政運営の簡素化及び効率化を図るための
⾏政⼿続等における情報通信の技術の利⽤に関する法律等の⼀部を改正する法律案

デジタル・デバイドの是正

①デジタルファースト：個々の⼿続・サービスが⼀貫してデジタルで完結する
②ワンスオンリー：⼀度提出した情報は、⼆度提出することを不要とする
③コネクテッド・ワンストップ：⺠間サービスを含め、複数の⼿続・サービスをワンストップで実現する

デジタル化の基本原則
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②行政のデジタル化を推進するための個別施策

• 罹災証明書の交付事務等の個⼈番号利⽤事務への追加
• 社会保障分野の事務の処理のために、情報連携の対象の事務や情報を追加

個⼈番号利⽤事務及び情報連携対象の拡⼤（マイナンバー法）

（住民基本台帳法、公的個人認証法、マイナンバー法）

デジタル⼿続法案の概要②

• 国外転出者の本⼈確認情報の公証 （⼾籍の附票の記載事項の追加・記載された本⼈確認情報の保存・提供）

• 国外転出者による公的個⼈認証（電⼦証明書）・個⼈番号カードの利⽤
→ 国外転出者による公的個⼈認証（電⼦証明書）・個⼈番号カードを活⽤したオンライン⼿続・本⼈確認の実現

本⼈確認情報の保存及び提供の範囲の拡⼤（住⺠基本台帳法）

公的個⼈認証（電⼦証明書）・個⼈番号カードの利⽤者の拡⼤（公的個⼈認証法、マイナンバー法）

• 本⼈確認情報の⻑期かつ確実な保存及び公証 （住⺠票等の除票を除票簿として保存・安全確保措置等）

→ 情報通信技術を活⽤した個⼈の識別・認証を将来にわたり実現（オンライン⼿続・本⼈確認、添付書類省略の前提）

本⼈確認情報の保存及び提供の範囲の拡⼤（住⺠基本台帳法）

• 利⽤者証明⽤電⼦証明書の利⽤⽅法の拡⼤（暗証番号⼊⼒を要しない⽅式）
• 個⼈番号カードへの移⾏拡⼤（通知カードの廃⽌）

公的個⼈認証（電⼦証明書）・個⼈番号カードの利⽤者・利⽤⽅法の拡⼤（公的個⼈認証法、マイナンバー法）
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国外転出者に関する手続のオンライン化
◆ マイナンバーカード・公的個人認証は、住民票を

基礎とした制度。 国外に転出して住民票が消除さ

れると利用できない現状

◆ 国外に滞在する日本人の増加

H29：約135万人（外務省調べ）

【デジタル手続法案】 住民基本台帳法等の一部改正部分 概要

背景・必要性 本改正における対応

社

会

の

デ

ジ

タ

ル

化

へ
の

対

応

情報システムを活用した行政事務
（マイナンバー制度等）拡大への対応
◆ 住民票は、マイナンバーや住民票コードを記載

した原本。長期かつ確実な保存が必要

土地所有問題等への対応
◆ 過去の居住関係の公証が必要

マイナンバーカードの取得の促進
◆ 通知カードからマイナンバーカードへの移行促進

オンライン本人確認手段の利便性向上

◆ オンライン手続・サービスの多様化

◆ マイナンバーカードの健康保険証としての活用が

2020年度から本格運用開始予定

○ 利用者証明用電子証明書の利用方法の拡大
（暗証番号入力を要しない方式） 【公的個人認証法改正】

○ 個人番号カードへの移行拡大（通知カードの廃止）
【マイナンバー法改正】

施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日

施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日

○ 本人確認情報の長期かつ確実な保存及び公証
（除票の除票簿への保存等） 【住民基本台帳法改正】

施行期日：公布の日から20日が経過した日
（５年超保存する除票の写し等の交付については、公布の日から３年以内で
政令で定める日から適用）

○ 国外転出者の本人確認情報の公証
○ 国外転出者による公的個人認証（電子証明

書）・個人番号カードの利用
（国外転出後も利用可能な「戸籍の附票」を認証基盤に活用）

・戸籍の附票の記載事項追加、附票ネットワーク（仮称）構築
【住民基本台帳法改正】

・国外転出者の個人番号カード・公的個人認証の発行等
【マイナンバー法・公的個人認証法改正】

施行期日：公布の日から５年以内で政令で定める日

保存期間延長を政令改正で措置
（現行）５年間⇒（改正後）１５０年間
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○ マイナンバーカード・公的個人認証は、住民票を基礎とした制度。住民票は国外転出時に消除されるため、
国外転出者は利用できない現状

○ 国外に長期滞在する日本国民が増加

○ デジタル化の進展により、官民のオンライン手続が多様化しており、国外転出者についてもインターネット上
で確実な本人確認を行うニーズの高まり

改正の背景

① 戸籍の附票の記載事項の追加
【現行】氏名・住所⇒【改正後】４情報・住民票コード

② 附票ネットワーク（仮称）の構築
ⅰ） 国の機関等に対し、国外転出者の本人確認

情報を提供

ⅱ） 国外転出者のマイナンバーカード・公的個人

認証の発行等に本人確認情報を利用

住民基本台帳法の一部改正

国外転出後も利用可能な「戸籍の附票」を個人認証の基盤として活用し、
国外転出者によるマイナンバーカード・公的個人認証（電子証明書）の利用を実現

① 国外転出者に対する電子証明
書発行の実現
ⅰ） 附票管理市町村長を経由してJ-LISが発行

ⅱ） 国外転出時の特例（最終住所地市町村長

を経由して発行することで国外転出しても継続

有効 等）

② 国外転出者の電子証明書の失
効事由の整備
ⅰ） 附票ネットで死亡等を覚知した場合に失効

公的個人認証法の一部改正 マイナンバー法の一部改正

① 国外転出者に対するマイナン
バーカード発行の実現
ⅰ） 附票管理市町村長が発行

ⅱ） 国外転出時の特例（最終住所地市町村長

が記載事項変更を行うことで国外転出しても継
続有効）

【デジタル手続法案】

国外転出者によるマイナンバーカード・公的個人認証の利用関係 改正概要

施行期日：公布の日から５年以内で政令で定める日

＜参考＞ ・国外に滞在する日本国民 約135万人（平成29年）

※住民基本台帳法制定時の昭和40年代前半と比較して約４倍

・年間に出国する日本国民 約17万人（平成29年）

例） ・マイナポータルの利用 ・年金の現況届等の手続もオンラインで可能に

・将来的には在外投票におけるインターネット投票
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本人確認情報の長期かつ確実な保存のため、住民票等を消除した後も「除票」として保存

① 「除票（簿）」、「戸籍の附票の除票（簿）」の位置付け

② 住民票の除票、戸籍の附票の除票の写しの交付等
の制度の明確化

③ 安全管理措置や不正取得に対する罰則等の保護措
置の規定
ⅰ）住民票の除票、戸籍の附票の除票についての市町村長の安全管理義務

ⅱ）偽りその他不正の手段による写しの取得への罰金等

公証基盤として制度上明確に位置付け
長期かつ確実な保存を実現

保存期間延長を政令改正で措置
（現行）５年間⇒（改正後）１５０年間

○ 住民票情報は情報システムを活用する行政事務の基盤（マイナンバーや住民票コードの原本）
例）マイナンバー制度の活用により、年金など長期にわたり個人情報をシステム上管理する事務が効率的に実現可能

○ 土地所有問題への対応など、現在の居住関係の公証につながる「過去の居住関係」が公証さ
れることへのニーズの高まり
例） ・土地所有者の探索 ・休眠預金の活用時の同一人性の証明 ・車の廃車や譲渡時の同一人性の証明 等

○ 市町村によっては、法令の保存期間を超えて保存し、条例に基づき「写し」の交付を行ってい
る現状に対応

【デジタル手続法案】

本人確認情報の長期かつ確実な保存（除票の除票簿への保存等）関係 改正概要

改正の背景

◆経済財政運営と改革の基本方針2018／未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）

所有者不明土地等について、基本方針等に基づき、期限を区切って対策を推進する。（略）また、住民票等の除票の保存期間の延長につ

いても引き続き検討する。

住民基本台帳法の一部改正

施行期日：公布の日から20日が経過した日
（５年超保存する除票の写し等の交付については、公布の日から
３年以内で政令で定める日から適用） 25



電子証明書のうち利用者証明用電子証明書について暗証番号入力を要しない利用方法を導入

○ 特定利用者証明検証者の認可制度の創設

・総務大臣による事前認可・変更認可（認可及び認可取消しの基準）
・特定利用者証明検証者証明符号の授受
・特定利用者証明検証者証明符号の適切管理義務・目的外利用の禁止、秘密保持義務
・総務大臣による報告徴収

○ デジタル化に伴う公的個人認証（電子証明書）の利用範
囲拡大を見据え、利用方法の多様化が必要

○ マイナンバーカード・公的個人認証の健康保険証としての
活用が2020年度から本格運用開始予定

→ 医療機関窓口では、多様な疾患を持つ患者の本人確認
を円滑に行うことが必要

【デジタル手続法案】

利用者証明用電子証明書の利用方法の拡大（暗証番号入力を要しない方式）関係 改正概要

改正の背景

公的個人認証法の一部改正

施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日

署名用電子証明書

氏名 霞 太郎

生年月日 〇年〇月〇日

性別 男

住所 東京都千代田区霞ヶ関2-1-2

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日
発行年月日 〇年〇月〇日

発行番号 Ｓ１１１１

署名用公開鍵

利用者証明用電子証明書

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日

発行年月日 〇年〇月〇日

発行番号 Ｒ２２２２

利用者証明用

公開鍵

・４情報なし
・マイナポータルのログイン等
・利用に４桁の暗証番号

・４情報あり
・電子申告（eTax）等
・利用に６～16桁の暗証番号

26



「通知カード」と記載事項変更等の手続を廃止し、負担軽減とマイナンバーカード普及を実現

① マイナンバー付番後は、通知カードに依らず、「通知」する

② 通知カードの記載事項変更等の手続を廃止

③ 施行日時点で交付されている通知カードは、その記載事項に変更がない又は正しく変更
手続きがとられている限りは、マイナンバー証明書類として利用（経過措置）

○ 制度施行後、全国住民にマイナンバーを通知するほか、まず必
要となる職場等へのマイナンバー提出時に証明書類として役割

○ 転居時等における記載事項変更の手続が、住民及び市町村職
員の双方に負担

○ デジタル化推進の観点から、公的個人認証が搭載されたマイナ
ンバーカードへの移行を早期に促していくべきとの議論

【デジタル手続法案】

マイナンバーカードへの移行促進（通知カードの廃止）関係 改正概要

改正の背景

マイナンバー法の一部改正

施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日

℡ XXX‐XXX‐

XXX

表

裏
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マイナンバーカード交付事務等の適正な実施について

【市町村窓口での不適切な案内事例②】
マイナンバーカードを紛失し一時停止をしたが、紛
失していたマイナンバーカードが見つかったので、
B市へ一時停止解除の相談をしたところ、コールセ
ンターへ連絡するよう案内を受けた。

市町村窓口での不適切な案内事例がコールセンターから総務省に多数報告されている。

【コールセンターでの対応②】
紛失したマイナンバーカードの一時停止を解除す
る場合にはコールセンターではなく住所地市区町
村で手続を行うこととなるため、再度、B市で手
続きを行うよう案内した。

【市町村窓口での不適切な案内事例①】
電子証明書を利用する際に暗証番号を３回間違えてし
まったため、A市で暗証番号の再設定(ロック解除)手
続を行った際に、マイナンバーカード以外の本人確認
書類の提示を求められた。

【コールセンターでの対応①】
マイナンバーカードを本人確認書類として提出す
ることが可能である旨を案内した。

【市町村窓口での不適切な案内事例③】
マイナンバーカードを申請後、C市に申請の状況を確
認したところ、C市では分からないためコールセン
ターへ連絡するよう案内を受けた。

【コールセンターでの対応③】
申請状況は、C市で４情報（氏名・住所・生年月
日・性別）から照会が可能であり、コールセンター
では申請書IDから照会が可能である旨を案内した。

28

【市町村窓口での不適切な案内事例④】
マイナンバーカードを作成した方が良いのか市町村に
問い合わせたところ、通知カードのままで良いと案内
された。

【コールセンターでの対応④】
マイナンバーカードのメリットとして、公的な身分
証明書としてだけでなく、電子証明書を利用してコ
ンビニ交付サービスやe-Taxなどの電子申請などが
可能となる旨を伝え、申請方法を案内した。



個人番号を記載した住民票の写し等の交付の取扱いについての変更点

請求⽅法

請求者

窓 ⼝ 郵 便

改正前 改正後 改正前 改正後

本 ⼈

直接交付・・・・・・・○
本⼈住所へ送付・・・・－
本⼈住所以外へ送付・・－

直接交付・・・・・・・－
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・○

→理由及び送付場所が正当と認められる場合は、

本人の住所以外の場所へ送付することができる。

法定代理⼈
(15歳未満
の者の法定
代理⼈⼜は
成年後⾒
⼈)

直接交付・・・・・・・×
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・×

〈変更点〉

直接交付・・・・・・・○
本⼈住所へ送付・・・・－
本⼈住所以外へ送付・・－

直接交付・・・・・・・－
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・×

→窓口においても、代理人に直
接交付せず、本人の住所あてに

郵送することとされていること

から、本人の住所以外の場所あ

てに送付することは、理由及び

送付場所が正当と認められない。

〈変更点〉

直接交付・・・・・・・－
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外（法定
代理⼈の住所・職場
等に限る）へ送付・・・○

法定代理⼈
の使者等

直接交付・・・・・・・×
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外（法定
代理⼈の住所・職場
等に限る）へ送付・・・○

上記以外の
任意代理⼈

直接交付・・・・・・・×
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・×

直接交付・・・・・・・－
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・×

→窓口においても、代理人に直接交付せず、本人

の住所あてに郵送することとされていることから、

本人の住所以外の場所あてに送付することは、

理由及び送付場所が正当と認められない。

○ 「住民基本台帳事務処理要領の一部改正について（平成30年11月27日付け通知）により、マイナンバーを
記載した住民票の写し等について、15歳未満の者の法定代理人・成年後見人に対し、直接交付が可能となった。
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○ 出生があった場合、戸籍法に基づく出生届が提出され、これをもとに住民票の記載が行わ
れるのが原則

○ しかしながら、出生届が行われなかったことなどにより、結果として、住民票が作成されな
い事例が生じている。

○ このため、住民サービスの円滑な提供及び居住関係の公証の観点から

① 就籍届の提出に至らない者について

② 戸籍法第110条の規定における就籍許可審判又は第111条の規定における確定判決を
受けるための裁判手続が進められており

③ 日本国籍を有する者の子であること等が推認される場合には

市町村長の判断により、職権で住民票の記載をすることができる旨の通知を発出

※ 出生証明書等や父又は母の戸籍謄本などに基づき、本人と詳細に面談を行い判断
また、必要に応じて実態調査を実施

就籍の届出に至らない者に係る住民票の記載について

平成３０年１０月２日付け通知
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平成26年
６月25日

支援措置に関する事務の適正な執行の徹底や以下の留意点を踏まえ

再点検の実施と必要な対策を講じることを全自治体に通知
・支援措置責任者の設置・明確化

・支援措置責任者への確認の徹底

・交付制限の解除権限の限定

・マニュアルの改善 ・チェック方法の改善

・他部局との情報連携の改善

同日 都道府県担当者を集めた説明会において、

市区町村における適正な事務処理の徹底等を要請

７～８月 各都道府県で開催される市区町村住基担当者向け

説明会で、適正な事務処理の徹底等を要請

＜最近の事案＞

支援対象者（DV等被害者）の

転出届の受理通知を

加害者へ誤送付

支援対象者の住民票の写しを

加害者へ誤交付

支援対象者の戸籍の附票の写しを

加害者へ誤交付

＜要請等＞

９月10日 支援措置に関する事務の適正な執行の徹底や以下の留意点を踏まえ

再点検の実施と必要な対策を講じることを全自治体に通知
・閲覧・交付請求者の本人確認等の徹底

・支援措置責任者への確認等の徹底

・人事異動後等における適正な事務の執行の確保

当初受付市区町村が支援措置情報を

連絡し忘れたため、本籍地市区町村が支援対象

者の戸籍の附票の写しを加害者へ誤交付

平成27年
9月４日

支援措置に関する事務の適正な執行の徹底や以下の留意点を踏まえ

再点検の実施と必要な対策を講じることを全自治体に通知
・情報連携・連絡等に関する徹底

・事務処理の確認に関する徹底

ＤＶ等支援措置に関する適正な事務執行の徹底に関する最近の要請

加害者の依頼を受けた弁護士に対し、

支援対象者の住民票の写しを誤交付

平成30年
３月28日

弁護士等から加害者の代理人として又は加害者が依頼した事件等の特

定事務受任者として住民票の写し等の交付等の申出があった場合には、

加害者から本人からの申出があったものとみなし、申出を拒否する

取扱いとすべき旨を全自治体に通知

平成30年
12月３日

裁判所に提出する必要があるとの理由により被害者に係る住民票の写

し等の交付の請求又は申出があった場合には、加害者には交付せず、

裁判所からの調査嘱託に基づき、裁判所に交付する方法によることを

全自治体に通知 31



○各市区町村の住基担当部局に対し、以下のことを要請
・住基省令・通知に基づく適正な事務の執行を改めて徹底する
・以下の留意点を踏まえ、支援措置に関する事務処理の状況等を再点検し、必要な対策を講じる

＜留意点＞

支援措置責任者の設置 ○支援措置に関する措置の決定や交付等の決定、情報の管理・共有などの一連の事務手続を総括的に担う支援措
置責任者を定め、支援措置責任者の了解がなければ事務手続を進めることができないような仕組みを構築する

支援措置責任者への
確認の徹底

○住基システム上で支援対象者に該当し住民票の写し等の交付制限がかかっている旨の警告が表示されている状
況において、交付担当者は、交付の可否について支援措置責任者に確認することを徹底する

○交付担当者が支援措置責任者の役割を併せて担っている場合には、複層的チェックの観点から、支援措置責任者
を独立して定めるよう改善を図る

交付制限の解除権限
の限定

○住基システム上の交付制限の警告表示を支援措置責任者のみが解除できるようにするなど、支援措置責任者が
交付制限を解除しない限り、交付手続が進行しないような仕組みを構築する

○住基システムにおいて、交付制限の警告の表示機能が装備されていない場合には、当該機能を装備することも有
効であること。また、当該警告の表示が見落としやすいものについては、認知しやすいものに改善することも有効
である

マニュアルの改善 ○支援措置に関する事務手続に関するマニュアルを再確認し、業務の経験度合いにかかわらず適正に事務を執行す
ることができるよう改善を図る

チェック方法の改善 ○支援措置に関する事務処理の手順や確認すべき事項などをリスト化（見える化）したり、支援措置責任者等の確認
者欄を設けて誰が確認したかわかるようにするなど、わかりやすいチェック方法への改善を図る

他部局との情報連携
の改善

○支援対象者に関する交付制限等の情報について、庁内の関係部署との連携状況を再確認し、必要な部署との連
携を図るとともに、他部局のシステム上でも交付制限を確認できる仕組みを構築することも有効である

（別紙①）ＤＶ等支援措置に関する事務の適正な執行の徹底通知（平成26年6月25日）の概要
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○平成26年６月25日通知に引き続き、各市区町村の住基担当部局に対し、以下のことを要請
・住基省令・通知、平成26年６月25日通知に基づく適正な事務の執行を改めて徹底する
・以下の留意点を踏まえ、支援措置に関する事務処理の状況等を再点検し、必要な対策を講じる

＜加害者と支援対象者（被害者）本人との取違えや、加害者の支援対象者（被害者）本人へのなりすましによる閲覧・
交付誤りを防ぐための留意点＞

閲
覧
・
交
付
請
求
者
の
本
人
確
認
等
の
徹
底

以下のとおり閲覧・交付請求者の本人確認等の徹底を図るこ
と。

○請求者の本人確認に当たっては、写真が貼り付けられた
身分証明書を提示させて行う。

○写真が貼り付けられていない書類により本人確認を行う場
合には、複数の書類の提示を求めるとともに、必要に応じ、
適宜口頭で質問を行って補足する等慎重に行う。

○本人等請求の場合であっても、請求事由を明らかにさせる。

○閲覧・交付請求書の内容（請求者名、請求対象者名、生年
月日、住所等）と本人確認書類、支援措置申出書の内容
（支援対象者名、加害者名等）との照合・確認を行う。

○（写真が貼り付けられていない本人確認書類が提示されて
いる場合）

・支援対象者（被害者）本人が請求しているにもかかわら
ず自己の住所を明らかにできない場合には、加害者と支
援対象者（被害者）本人との取違えや加害者の支援対
象者（被害者）本人へのなりすましである可能性があるこ
とから、請求者に自己の住所を明らかにさせる確認方法
も有効である。

・また、請求対象者の性別や生年月日等を基に請求者本
人の特徴の確認を行い、請求者と請求対象者との取違
えを防ぐことも有効である。

支援措置責
任者への確
認等の徹底

以下のとおり支援措置責任者への確認等の徹底を図ること。

○支援措置に関する措置の決定や閲覧・交付の決定、情報の管理・共有など
の一連の事務手続を総括的に担う支援措置責任者を定め、支援措置責任
者の了解がなければ事務手続を進めることができないような仕組を構築す
る。

○支援対象者に該当し閲覧・交付制限がかかっている場合には、担当者は、
閲覧・交付の可否について支援措置責任者に確認する。

○担当者が支援措置責任者の役割を併せて担っている場合には、複層的
チェックの観点から、支援措置責任者を独立して定める。

○住基システム上、閲覧・交付制限の注意喚起だけを行う機能や担当者が閲
覧・交付制限を解除できる仕様を使用しないようにし、閲覧・交付制限の警
告表示を支援措置責任者のみが解除でき、支援措置責任者が閲覧・交付
制限を解除しない限り、閲覧・交付手続が進行しないような仕組にする。

○担当者だけでなく、支援措置責任者等も必ず請求書、本人確認書類、交付
書類等の照合・確認を行う。

○支援措置対象者に係る閲覧・交付に関する処理票等において、確認すべき
事項等を明記したり、支援措置責任者等の確認者欄を設けて誰が確認し
たかわかるようにしたりするなど、見える形でのチェックが複層的に行われ
るようにする。

人事異動後
等における
適正な事務
執行の確保

○人事異動や担当替え等の際の支援措置責任者・担当者の新旧職員間での
念入りな事務引継や新任職員への実践的な研修等の実施、業務の経験度
合いにかかわらず適正に事務を執行できるようなわかりやすいマニュアル
の整備などにより、人事異動等が行われても引き続き支援措置に関する適
正な事務の執行が確保されるようにする。

○また、事務に熟達した職員も、改めて支援措置制度に関する法令やマニュ
アル等を確認すること等により支援措置制度の重要性についての認識を新
たにし、支援措置に関する適正な事務の執行が確保されるようにする。

(別紙②)ＤＶ等支援措置に関する事務の適正な執行の徹底通知（平成26年9月10日）の概要
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○H26.6.25通知、H26.9.10通知に引き続き、各市区町村の住基担当部局に対し、以下のことを要請
・引き続き住基省令等基づき統一的な取扱いにより支援措置を実施する
・住基省令等及び上記２つの通知に基づく適正な事務の執行を改めて徹底する
・以下の留意点を踏まえ、支援措置に関する事務処理の状況等を再点検し、必要な対策を講じる

＜留意点＞

情
報
連
携
・
連
絡
等
に
関
す
る
こ
と

○当初受付市区町村から転送受付市区町村に対し、支
援措置情報を適切に転送

○転送受付市区町村において、適切に支援措置情報の
転送を受けて支援措置の手続を進める

○当初受付市区町村及び転送受付市区町村において、
住民基本台帳担当部局から支援措置情報を共有する
こととなっている庁内の関係部局に対し、適切に支援
措置情報を共有

○支援措置情報の庁内の関係部局との共有にあたって
は、庁内の共通システムを用いることも有効

○庁内の関係部局において、支援措置情報の管理及び
住所非開示等の措置をシステムで行っている場合、支
援措置情報がインターネット等を通じて外部に漏えい
することのないよう、基幹系ネットワークと情報系ネット
ワークを物理的又は論理的に分離する等の適切な対
策を講じる

○システムを更新又は新規導入する際、支援措置情報
の管理及び住所非開示等の措置に関する機能が確
実に装備され、適切に作動することを確認する

○本庁と支所・出張所との間で指示等、他の市区町村か
らの支援措置情報に関する問合せ等への回答につい
ては、原則電話で行うことは控える

○支援措置申出書に記載されている支援対象者とＤＶ等
加害者の連絡先情報を取り違えない

○支援措置申出書にＤＶ等加害者の電話連絡先が記載
されない（又は消除する）ようにする

事
務
処
理
の
確
認
に
関
す
る
こ
と

○支援措置の事務処理の複層的な確認及び支援措置責任者による最終的な確認

○支援措置責任者の明確化。担当者と併任の場合は独立させる

○支援措置責任者の了解なしに支援措置の事務手続を進められないようにする

○担当者のみで閲覧・交付の手続が完結することのないようにする

・住民登録・戸籍システム上の閲覧・交付制限の解除権は支援措置責任者のみに付与

・閲覧・交付の決定等の手続について支援措置責任者による最終的な確認

○本庁に支援措置責任者が置かれ、支所・出張所で具体的な閲覧・交付の手続が行われ
る場合、次のようなこと等を行い、誤った閲覧・交付が行われることがないようにする

・本庁から支所・出張所への手続上の指示を明確に行う

・支援措置責任者が、住民登録システムや戸籍システム上の閲覧・交付制限について、

請求内容に応じて適切な範囲（対象者等）で一時的に禁止を解除し、

解除中の処理を適切に管理した上で、処理後には確実に禁止状態に戻し、

禁止状態への戻し忘れがないか他の職員による複層的確認を行う

○住民票の写し等の交付等の請求において、請求内容の十分な確認を行う

（例：本人のみか世帯分も含むか、除票を含むか、支援対象者に係るものではないか
等）

○支援対象者への連絡や郵便物等の送付等にあたっては、支援措置責任者等の適切な
管理の下で行う（支援措置責任者等の事前了解、目の行き届く状況下で処理 等）

○マニュアルに支援措置情報の連携・共有先、手順、連携・共有の際の留意事項等を記載
するなどして、業務の経験度合いにかかわらず適正に事務を執行できるようにする

○チェックリストに確認すべき事項や支援措置責任者等の確認者欄を設けて誰が確認した
かわかるようにするなどして、見える化した複層的な確認が行われるようにする

(別紙③)ＤＶ等支援措置に関する事務の適正な執行の徹底通知（平成27年9月４日）の概要
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ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のための住民基本台帳事
務における支援措置に関する取扱いについて(平成30年3月28日発出)
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ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のための住民基本台帳事
務における支援措置に関する取扱いについて(平成30年3月28日発出)
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○ DV等の加害者（代理人等を含む。以下同じ。）から、裁判所に提出する必要があるとの理由
により被害者に係る住民票の写し等の交付の請求又は申出があった場合には、市区町村に
おいては、以下のとおり対応するよう、通知を発出

⇒ 加害者からの請求又は申出があった際には、加害者には交付せず、裁判所からの調査嘱
託に基づき、裁判所に交付する方法によること。

⇒ 加害者に対して、住民票の写し等を交付することはできないこと及び住民票の写し等が交
付されない場合の対応方法については裁判所において手続の教示を受けられることを説明
した上で、具体的な手続については裁判所に相談するよう案内すること。

○ 最高裁判所においても、11月30日付けで、「ＤＶ等支援措置に関する取扱いの総務省自治
行政局住民制度課長通知への対応等について（事務連絡）」を各裁判所あてに発出

⇒ DV等支援措置において加害者とされた原告等が、裁判所に対し、被告等の住所を住居所不明と記載した訴状等と共
に被告等の住民票の写し等がＤＶ等支援措置の対象となっているため被告等の住所を調査することができない事情を
報告する資料を提出する場合には、裁判所は、被告の住所に関する市区町村に対し調査嘱託を行うことが考えられる。

ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害
者の保護のための住民基本台帳事務における支援措置に関する裁判所との連携について

平成３０年１２月３日付け通知
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住民票の写し等の交付に係る質疑応答について(平成28年12月12日総行住第198号）

〇 性同一性障害、性的指向、性自認に関係して、男女の別を記載しない住民票記載事項証明書
の交付に係る本人請求が可能であること、このような請求ができることについての住民からの問
い合わせに適切に対応いただきたいこと及び庁内の関係部局と連携して住民への周知を検討い
ただきたいことを、各都道府県あてに通知

性同一性障害、性的指向、性自認に関する通知
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住民票記載事項証明書

印鑑登録証明事務に係る質疑応答について(平成28年12月12日総行住第１９９号）

〇 性同一性障害、性的指向、性自認に配慮して、印鑑登録証明書に男女の別を記載しない取扱
いとすることが可能である旨を示した通知を各都道府県あてに発出

印鑑証明書



通称不正記載について

○偽造された資料や雇⽤実態のない会社の社員証を⾏使する等、不適切な資料を疎明資料として虚偽の
通称記載の申出を⾏う事案が発⽣している。

○刑法第１５７条の公正証書原本不実記載等の罪に該当する⾏為であって犯罪⾏為である。
なお、未遂についても罰せられる。

参照条文

（公正証書原本不実記載等）

刑法第１５７条

公務員に対し虚偽の申⽴てをして、登記簿、⼾籍簿その他の権利若しくは義務に関する公正証書の原本

に不実の記載をさせ、⼜は権利若しくは義務に関する公正証書の原本として⽤いられる電磁的記録に不実

の記録をさせた者は、五年以下の懲役⼜は五⼗万円以下の罰⾦に処する。

２ 公務員に対し虚偽の申⽴てをして、免状、鑑札⼜は旅券に不実の記載をさせた者は、⼀年以下の

懲役⼜は⼆⼗万円以下の罰⾦に処する。

３ 前⼆項の罪の未遂は、罰する。
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外国人住民に係る通称記載における留意事項について（通知）
（平成30年3月26日付総行外第１号）の概要

○現在、通称記載においては、社会⽣活上通⽤していることその他の居住関係の公証のために住⺠票に
記載されることが必要であると認められる事由の説明を求めることとしている。
○具体的には、国内における社会⽣活上通⽤していることが客観的に明らかとなる資料等の提⽰を複数
求めることにより、厳格に確認を⾏うこととしている。
（平成25年11⽉15⽇付総⾏外第18号通知、住⺠基本台帳事務処理要領第2-2-(2)サ）

○上記確認にあたり、偽造された診察券及び雇⽤実態のない会社の社員証を⾏使する等、不適切な資料を
⽤いて通称を住⺠票に記載した上で、同通称名で国⺠健康保険証を取得しようとした。

報告のあった事案

○不正記載事案が頻発していることから、以前より厳格な確認をお願いしているが、改めて留意事項を
まとめて通知するもの。
○複数提⽰させる資料等については、少なくとも本⼈の意思により作成したと認められる資料は適当では
ない。
○確認の際には、書類の有無のような形式的な確認ではなく、使⽤実績を確認するため⼝頭確認等を⾏う
など徹底して確認を⾏うようにし、書類に疑義があれば証明書の発⾏元に確認するなど厳格な確認を⾏う
こと。

等

通知内容
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外国人住民に係る通称記載における留意事項について(平成30年3月26日発出)
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外国人住民に係る通称記載における留意事項について(平成30年3月26日発出)
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【 名 称 】

外国人住民に係る住民基本台帳制度に関するコールセンター

【開設期間】

平成３１年４月１日（月）～平成３２年３月３１日（火） （土日祝日及び年末年始を除く。）

【受付時間】

８：３０～１７：３０

【その他サービス内容・想定している利用者について】

自治体職員以外の方から日本語及び多言語（前記の１０言語）による制度に関する問い合わせがあった場合、回答い
たします。

（外国人住民の方の個別具体の住民票の記載等に係るお問い合わせについては、その方のお住まいの市区町村の連
絡先をご案内させていただきます。）

※平成30年度より自治体職員からの制度に関する質問については、受付しておりません。

外国人住民に関する住民基本台帳制度のコールセンターを開設しています。

０５７０－０６６－６３０（ナビダイヤル）
０３－６４３６－３６０５（ＩＰ電話、ＰＨＳからの通話の場合）

外国人住民に関する住民基本台帳制度に関する相談窓口について

○自治体職員の方からのご依頼により、住民基本台帳制度に関するお問い合わせで窓口等にお見えになった外国人との

間で、制度に関する通訳を行います（英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語、タイ語、インドネシア語、
タガログ語、ネパール語の通訳が可能）。
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下線部の言語は今年度より追加


